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   西脇市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す  

る基準等を定める条例の制定について  

 

 

西脇市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例を次のように定める。  
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   （理  由）  

 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法

律の整備等に関する法律の施行に伴う介護保険法及び関係省令の改正

により、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める必要があるため。  



   西脇市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す  

   る基準等を定める条例  

 

 

 （趣旨）  

第１条  この条例は、介護保険法（平成９年法律第  123号。以下「法」  

 という。）第 47条第１項第１号並びに第 81条第１項及び第２項の規

定による基準該当居宅介護支援及び指定居宅介護支援の事業の人員

及び運営に関する基準並びに法第 79条第２項第１号の規定による指

定居宅介護支援事業者の指定に関する申請者の資格を定めるものと

する。  

 （指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準）  

第２条  法第 47条第１項第１号並びに第 81条第１項及び第２項に規定

する基準は、次条から第８条に定めるもののほか、指定居宅介護支

援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成 11年厚生省令第 38号。

以下「省令」という。）をもってその基準とする。  

（居宅サービス計画への利用者意向の尊重）  

第３条  省令第 13条第８号（同条第 16号及び省令第 30条において準用

する場合を含む。）の規定による居宅サービス計画の原案を作成す

るに当たっては、利用者の意向を尊重しなければならない。  

（自己評価結果の公表）  

第４条  基準該当居宅介護支援を行う事業者及び指定居宅介護支援事

業者（以下「指定居宅介護支援事業者等」という。）は、省令第 12

条第２項（省令第 30条において準用する場合を含む。）の規定によ

る評価の結果を公表するよう努めなければならない。  

（介護支援専門員に対する計画的な研修の実施）  

第５条  指定居宅介護支援事業者等は、省令第 19条第３項（省令第 30

条において準用する場合を含む。）の規定による研修の実施計画を

介護支援専門員の職務内容、経験等に応じて策定し、実施した研修

の記録を保管するとともに、必要に応じて研修の内容を見直すこと

により、介護支援専門員の計画的な育成に努めるものとする。  

（利用者に対する虐待の禁止）  

第６条  基準該当居宅介護支援を行う事業所及び指定居宅介護支援事

業所（以下「指定居宅介護支援事業所等」という。）の介護支援専

門員その他の従業者は、利用者に対し、高齢者虐待の防止、高齢者

の養護者に対する支援等に関する法律（平成 17年法律第  124号）第

２条第５項第１号イからホまでに掲げる行為をしてはならない。  

 （事故の発生又は再発の防止措置）  

第７条  指定居宅介護支援事業者等は、事故の発生又はその再発を防



止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。  

⑴  事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記

載された事故の発生の防止のための指針を整備すること。  

⑵  事故が発生した場合又はその危険性がある事態が生じた場合に、  

 当該事実が指定居宅介護支援事業所等の管理者に報告されるとと  

 もに、原因の分析の結果に基づき策定した改善策を介護支援専門  

 員その他の従業者に周知徹底する体制を整備すること。  

⑶  事故の発生の防止のための会議及び介護支援専門員その他の従

業者に対する研修を定期的に行うこと。  

 （記録の保存年限）  

第８条  省令第 29条第２項（省令第 30条において準用する場合を含

む。）の規定により整備した記録については、その完結の日から５

年間保存するものとする。  

 （指定居宅介護支援事業者の指定に関する申請者の資格）  

第９条  法第 79条第２項第１号の条例で定める者は、法人とする。  

 （暴力団の排除）  

第 10条  指定居宅介護支援事業者等は、西脇市における暴力団の排除

の推進に関する条例（平成 24年西脇市条例第 26号）第２条第１号に

規定する暴力団又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者であっ

てはならない。  

 

附  則  

 この条例は、平成 30年４月１日から施行する。  


